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図 3 各遺伝子型の地理系統解析による系統樹 
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表 3 発生報告日と系統樹から算出した分岐日（推定侵入時期） 

 

** 95%HPDI:95％最高事後密度信用区間 確率 95%の領域をカバーしている区間を切り

出している。ここでは確率 95%で抽出される日付の区間を示している。 

 

 

 

遺伝子型 発生例名 報告日 分岐日（報告日との日数差） 分岐日の95% HPDI** (報告日との日数差)
香川1例目 2020/11/4 2020/10/21 (14) 2020/10/11-2020/10/28 (7-24)
香川2例目 2020/11/7 2020/10/28 (10) 2020/10/19-2020/11/3 (4-19)
香川3例目 2020/11/10 2020/11/5 (5)  2020/11/2-2020/11/8 (2-8)
香川4例目 2020/11/12 2020/11/6 (6)  2020/11/3-2020/11/9 (3-9)
香川5例目 2020/11/14 2020/11/11 (3)  2020/11/9-2020/11/12 (2-5)
香川6例目 2020/11/19 2020/11/14 (5)  2020/11/11-2020/11/17 (2-8)
香川7例目 2020/11/19 2020/11/10 (9)  2020/11/5-2020/11/14 (5-14)
香川8例目 2020/11/20 2020/11/17 (3)  2020/11/14-2020/11/18 (2-6)
香川9例目 2020/12/1 2020/11/20 (11) 2020/11/16-2020/11/25 (6-15)
香川10例目 2020/12/1 2020/11/27 (4) 2020/11/23-2020/11/29 (2-8)
兵庫1例目 2020/11/25 2020/11/18 (7)  2020/11/11-2020/11/22 (3-14)

千葉3例目 2021/1/20 2021/1/15 (5) 2021/1/12-2021/1/18 (2-8)
千葉4例目 2021/1/23 - -
千葉5例目 2021/2/3 2021/1/30 (4) 2021/1/27-2021/2/1 (2-7)
千葉6例目 2021/2/5 2021/1/29 (7) 2021/1/24-2021/2/1 (4-12)
千葉7例目 2021/2/6 2021/2/1 (5) 2021/1/28-2021/2/4 (2-9)
千葉8例目 2021/2/7 2021/2/5 (2) 2021/2/3-2021/2/5 (2-4)
千葉9例目 2021/2/10 2021/2/8 (2) 2021/2/7-2021/2/8 (2-3)
千葉10例目 2021/2/10 2021/2/6 (4) 2021/2/4-2021/2/8 (2-6)
千葉11例目 2021/2/14 2021/2/11 (3) 2021/2/8-2021/2/12 (2-6)
宮崎10例目 2021/1/30 2021/1/24 (6) 2021/1/20-2021/1/27 (3-10)
宮崎11例目 2021/2/6 2021/2/3 (3) 2021/2/1-2021/2/4 (2-5)
徳島2例目 2021/2/8 2021/2/3 (5) 2021/1/31-2021/2/5 (3-8)

福岡1例目 2020/11/24 2020/11/22 (2) 2020/11/20-2020/11/23 (1-4)
広島1例目 2020/12/6 2020/11/28 (8) 2020/11/21-2020/12/2 (4-15)
香川11例目 2020/12/13 2020/12/7 (6) 2020/12/2-2020/12/10 (3-11)
香川12例目 2020/12/15 2020/12/5 (10) 2020/11/29-2020/12/9 (6-16)
香川13例目 2020/12/22 2020/12/11 (11) 2020/12/4-2020/12/16 (6-18)
鹿児島1例目 2021/1/12 2020/12/30 (13) 2020/12/20-2021/1/6 (6-23)
高知1例目 2020/12/15 2020/12/8 (7) 2020/12/3-2020/12/12 (3-12)
宮崎1例目 2020/11/30 2020/11/21 (9) 2020/11/15-2020/11/26 (4-15)
宮崎2例目 2020/12/1 2020/11/26 (5) 2020/11/22-2020/11/29 (2-9)
宮崎3例目 2020/12/2 2020/11/24 (8) 2020/11/18-2020/11/28 (4-14)
宮崎4例目 2020/12/7 - -
宮崎5例目 2020/12/7 2020/11/14 (23) 2020/11/3-2020/11/22 (15-34)
宮崎6例目 2020/12/13 2020/12/8 (5) 2020/12/3-2020/12/11 (2-10)
宮崎7例目 2020/12/13 2020/12/8 (5) 2020/12/4-2020/12/11 (2-9)
宮崎8例目 2020/12/18 2020/12/14 (4) 2020/12/10-2020/12/16 (2-8)
宮崎9例目 2020/12/29 2020/12/24 (5) 2020/12/18-2020/12/27 (2-11)
奈良1例目 2020/12/5 2020/12/1 (4) 2020/11/28-2020/12/3 (2-7)
大分1例目 2020/12/9 2020/12/3 (6) 2020/11/28-2020/12/7 (2-11)
岡山1例目 2020/12/10 2020/12/5 (5) 2020/11/30-2020/12/8 (2-10)
滋賀1例目 2020/12/12 2020/12/5 (7) 2020/11/30-2020/12/8 (4-12)
栃木1例目 2021/3/13 2021/3/7 (6) 2021/2/28-2021/3/11 (2-13)
富山1例目 2021/1/22 2021/1/11 (11) 2021/1/4-2021/1/17 (5-18)

和歌山1例目 2020/12/9 2020/12/4 (5) 2020/11/30-2020/12/7 (2-9)

千葉1例目 2020/12/23 2020/12/18 (5) 2020/12/15-2020/12/21 (2-8)
千葉2例目 2021/1/10 2021/1/5 (5) 2021/1/2-2021/1/8 (2-8)
岐阜1例目 2021/1/1 2020/12/23 (9) 2020/12/17-2020/12/27 (5-15)
茨城1例目 2021/2/1 2021/1/26 (6) 2021/1/21-2021/1/29 (3-11)
徳島1例目 2020/12/18 2020/12/12 (6) 2020/12/8-2020/12/16 (2-10)

E1

E2

E3

E7
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（A）香川県における発生農場の位置関係と BF が 20 以上の農場間の関係 
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（B）宮崎県における発生農場の位置関係と BF が 20 以上の農場間の関係 

 

 

（C）千葉県における発生農場の位置関係と BF が 20 以上の農場間の関係 

 

図 4 続発が認められた県における発生農場の位置関係 

 
 

＜引用文献＞ 

1 Viruses 2021, 13, 490.  

E3 genotype 
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2 Kass, R. E., & Raftery, A. E. （1995）. Bayes factors. Journal of the 

American Statistical Association, 90（430）, 773-795. 



46 

4．総合的考察 

 

2020 年 11 月 5 日、H5N8 亜型のウイルスによる高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）

が香川県で発生した。国内の発生としては、2018 年 1 月の香川県での発生以降、2 年

10カ月ぶりであったが、その後、2021年 3月 13日までに18県において52事例の発生

が確認され、約 987 万羽が殺処分の対象となるなど、これまでにない規模での発生と

なった。また、100万羽を超える規模の農場で複数発生するなど、農場単位でみても過

去に例のない発生規模であった。 

 

1）発生の概要 

（1）発生農場の特徴 

ア 発生の概要 

 2020 年度の農場における HPAI については、11 月 5 日に香川県内で最初の発生が

確認されて以降、本州の関東以西、四国及び九州の農場で 52 例が確認された。一方、

海外からの本病の侵入経路及び国内での感染拡大要因として重要な野鳥については、

10月 24日に採取された北海道の野鳥糞便からウイルスが分離され、その後、北海道

から鹿児島県までの全国各地で、死亡野鳥又は野鳥糞便等の合計 58 件からウイルス

が確認された。このことから、国内の広い範囲に本病に感染した野鳥が分布してい

たことが、広範な地域における農場での発生が起こった要因と考えられた。 

農場での発生を経営別に見ると、採卵鶏が 32 例で最も多く、肉用鶏が 14 例、肉

用又は採卵用の種鶏場での発生が 4 例認められたほか、あひる農場でも 2 例の発生

があった。農場の経営形態と発生鶏舎の鶏舎構造は関係しており、採卵鶏では 22 例

（69％）がウインドレス鶏舎であったのに対し、肉用鶏では 14 例全てが開放鶏舎で

あった。なお、種鶏場での発生 4 例のうちウインドレス鶏舎であったのは 2 例

（50％）、あひる農場 2例はいずれも開放鶏舎であった。 

発生農場の周辺環境としては、河川に近い山林に面した農場、水田に囲まれた農

場、ため池に近い農場が多く認められた。特に、あひる農場を含めて 11 例が確認さ

れた千葉県以外の農場では、ほとんどの農場の近くで、ため池や河川など、カモな

どの水きん類が利用する可能性がある環境が認められた。また、近傍にため池等が

ない場合でも発生が認められている。一方、千葉県の事例では、農場周辺は刈り取

りの終わった水田であることが多く、水きん類が飛来し、これらの環境を利用した

可能性も考えられる。また、同一地域内で複数の発生がみられた事例においては、

発生農場周辺に生息するカモ類がその他の地域よりも多いことが推察され、野外で

HPAI ウイルスが維持されていた可能性が考えられた。 

発生農場の地理的な分布は地域によって大きく異なっていた。香川県、宮崎県、

千葉県では、比較的限られた地域で複数の発生が認められたのに対し、これ以外の

県では、1～2 例の発生にとどまっており、また、発生農場間の距離も離れていた。

農場の周辺環境の影響を評価する際、同一の地域で複数の感染が認められた事例に

ついては、先に発生した農場が他の農場への感染源となった可能性も考慮する必要
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がある。一方、後述するように、遺伝的な特徴が異なるウイルスが同じ地域から確

認されており、近隣の発生であっても、同一の感染源からの一連の発生ではなく、

複数のウイルスの侵入による発生が起こった可能性もあることに注意が必要である。 

発生農場と発生農場周辺の非発生農場を比較する疫学解析の結果、採卵鶏農場と

肉養鶏農場の両方で、農場周辺に川や湖などの水域がある農場が発生農場に多いこ

とが示された。このことは、2016 年から 2017 年にかけて発生した本病の流行につい

ての同様の解析でも示されている。水きん類が飛来しやすい環境が、本病の感染リ

スクであることが改めて示されたといえる。また、この解析では、採卵鶏農場では、

飼養羽数が多いこと、近隣に他の家きん農場があること、の 2 つについても、発生

と関係していることが示された。前者は、大規模飼養農場では従業員が多いこと、

鶏卵や糞便の搬出といった鶏舎や農場を出入りする機会が多いことなどが感染リス

クにつながった可能性が考えられた。また、後者については、地域内の農場数が多

いことが、地域における発生機会の増加につながっていた可能性が考えられた。 

 

イ あひる農場での発生 

一連の発生には、千葉県で確認されたあひる農場での 2 例が含まれている。これ

らの農場では、出荷用車両が共通しているなどの疫学的な関連が認められており、

どちらかの農場が他方の感染源となった可能性が高い。発生時に行われた現地調査

では、斜頸や歩行異常などの神経症状を示すあひるが認められた一方で、特段の異

常が認められなかった家きん舎においても、殺処分前の検査で感染が確認されてお

り、あひるが本病に感染した場合、症状のみによる発見が困難である可能性が高い

と考えられた。また、あひるの飼養施設では、給水器周辺の水はけを良くするため、

家きん舎の床面の一部が排水路に直接つながっていることが多く、発生家きん舎か

らの感染拡大に注意が必要である。さらに、国内でのあひる繁殖業者は限られてい

るため、両農場で生産されたひなは県外の複数の農場に出荷されていた。今回の発

生では、出荷先農場での感染は確認されなかったが、複数の農場への出荷は、あひ

るの繁殖農場での発生は複数の農場への出荷につながることから、広域に感染拡大

が起こる可能性があることを示している。 

 

（2）分離されたウイルス株の特徴 

2020 年度に我が国の家きん発生事例（52 事例）及び環境省等のサーベイランスによ

って死亡野鳥や自然環境中から分離された高病原性鳥インフルエンザウイルス(HPAIV)

は、いずれも H5N8 亜型であった。家きんから分離されたウイルスの性状について検討

するために、遺伝子解析及び感染試験が実施された。 

ア ウイルスの遺伝子的特徴 

家きんでの全発生事例（52 事例）に由来する HPAIV について、ウイルスの 8 本の

遺伝子分節の組み合わせにより、全ての遺伝子分節が欧州 19－20 冬グループ（E1型）

もしくは欧州秋グループ（E2 型）に由来するウイルスの他に、E1 型ウイルスと野鳥

に常在する鳥インフルエンザウイルス(AIV)との遺伝子再集合ウイルス(E3 型、E7 型
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及び E5 型）の全部で 5つの遺伝子型が見出された。これらのウイルスは、2018 年度

冬季に発生を引き起こした H5N6 亜型 HPAIV とは遺伝的に明確に区別可能であり、前

回の国内発生時の起因ウイルスが国内で潜伏し、再興した可能性は否定された。こ

のため、E1 型ウイルスは、2019 年度冬に欧州で流行を起こしたウイルスが、渡り鳥

によって夏季の繁殖地であるシベリアを経由して、国内に侵入したものと考えられ

た。また、E1 型に由来する E3 型、E7 型及び E5 型の遺伝子再集合ウイルスは、E1 型

が渡り鳥によって運ばれる過程で、野鳥に常在する AIV との間で遺伝子再集合を起

こしたのちに国内に侵入したと考えられる。E2型ウイルスも同様に 2020 年夏季に渡

り鳥の繁殖地で拡散したウイルスが、冬の渡りによってユーラシア大陸の東と西に

それぞれ伝播、拡散されたものと考えられる。欧州では 2020 年度冬季に E2 型に由

来する遺伝子再集合ウイルスも検出されている。 

家きんの発生要因ウイルスについて、各遺伝子型が初めて検出された順番は E1 型、

E3 型、E7 型、E2 型及び E5 型であった。しかしながら、日本全土における遺伝子型

の地理的な偏りは特になく、複数の発生が報告された香川県、宮崎県、徳島県及び

千葉県では、複数の遺伝子型が検出されている。ウイルスの国内侵入に伴う野鳥な

ど自然環境からのウイルス拡散、検出と家きんでの発生は必ずしも結びついていな

い。このため、遺伝子型ごとのウイルスの国内侵入時期や侵入経路の推定には、全

国レベルでの野鳥や自然環境中で検出されたウイルス、海外での発生株を含めた遺

伝子解析や野鳥の渡りの時期やその規模などを含めた網羅的な解析が必要と考えら

れる。 

 

イ ウイルスの病原性について 

我が国で家きんから分離された H5N8 亜型の鳥インフルエンザウイルスは高病原性

であり、鶏に対して高い致死性を示した。また各遺伝子型ウイルスの鶏への高濃度

のウイルス経鼻接種では、鶏の致死率は 100%であったが、平均死亡時間の違いが遺

伝子型により認められた。E1 型ウイルスに感染した鶏のウイルス排泄は臨床症状を

示す前から見られたことから、農場で鶏の大量死によって HPAIV 感染が疑われる前

に、ウイルスが農場内に拡散する可能性が示唆される。また、ウイルスの伝播効率

も遺伝子型によって様々であったことから、遺伝子型の違いにより、鶏における病

態が異なる可能性が示された。しかしながら、今回分離されたウイルスは遺伝子型

が異なっていても、感染実験の結果、鶏への感染が成立すれば、感染鶏は死亡する

ことが明らかになったことから、鶏の死亡数の増加は令和 2 年度の発生においても

高病原性鳥インフルエンザ疑いの通報において有効な指標であったと考えられる。 

 

ウ 感染経路の推定 

発生事例ごとに複数の分離ウイルスを用いて、遺伝子型毎の地理的系統解析、ウ

イルスの農場侵入日の推定及びウイルスの農場間伝播の可能性を検討した。ウイル

ス遺伝子の系統樹解析では、配列が近縁である同一遺伝子型の中でもクラスターを

形成してさらに近縁であるウイルスが認められ、それに加えて Bayes Factor (BF)が
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20 以上の関連性の高い農場は、続発事例が認められた香川県、宮崎県及び千葉県で

の発生事例の一部であった。これらの農場について、相互の農場間の位置や発生報

告日が近いものについては、ウイルスの直接的な農場間伝播の可能性は否定できな

かった。一方、系統樹解析から宮崎 5 例目では近縁ではあるが遺伝子配列上明確に

区別可能なウイルスが同一農場内に侵入していることが示された為、この地域に渡

り鳥などによって持ち込まれたウイルスが、周辺環境の野生動物の間で拡散したの

ちに、農場に複数回、侵入した可能性が高いと考えられた。このようなことを考慮

に入れると BF が 20 以上で農場間の距離が近い事例に関しても、農場間伝播の可能

性だけではなく、環境から類似したウイルスが同時期にそれぞれの農場に侵入した

可能性も考えられる。以上のように、ウイルスが野生動物の間で拡散した環境では

農場にウイルスが侵入するリスクがより高まることを示唆している。周辺環境の野

生動物による農場内へのウイルスの侵入を防ぐためには、飼養衛生管理を徹底し、

野生動物の侵入防止、農場周辺の消毒等の防疫対策を行うことが重要である。また、

どのような野生動物が HPAIV の拡散要因になるかを明らかにすることで、より有効

な野生動物対策を見出すことが可能になることが期待される。 

 

2）国内への侵入時期・経路 

 国内の発生農場や野鳥の死体・糞便等から分離されたウイルスの遺伝子検査の結果、

一連のウイルスは、過去の国内の発生事例から分離されたウイルスとは遺伝学的に異

なることが分かっており、今回の発生は、海外から新たに侵入したウイルスによるも

のと考えられる。国内での今期最初のウイルスは 2020 年 10 月に北海道で野鳥の糞便

から確認されていることから、遅くとも 2020 年 10 月頃には国内にウイルスが侵入し

ていたと考えられた。 

 一方、国内の分離ウイルスは、ウイルスの遺伝子の特徴から、大まかに 5 つの型に

分けられ、これらのウイルス遺伝子の一部は、2019 年から 2020 年及び 2020 年冬のシ

ーズンに、それぞれ欧州で流行していたウイルスと近縁であることが分かっている。

また、これらのウイルス遺伝子の一部は今冬に韓国で分離されたウイルスと近縁であ

った。こうしたことから、海外から国内へのウイルスの侵入機会が複数あったのか、

あったとすれば、どのような地域から侵入した可能性があるのかについては、今後、

検証する必要がある。 

 

3）農場・家きん舎への侵入 

国内の肉用鶏農場において、通報までの死亡羽数の推移から、個体の潜伏期間や死

亡までの日数、ウイルスの伝播力を考慮して、各発生鶏舎で最初の感染が起こった時

期を推定したところ、通報の 6 日から 21 日程度前と推定された。一方、採卵鶏農場で

は、鶏はケージごとに飼養されているため、鶏舎内での感染拡大を推定することは困

難であった。ほとんどの事例では、通報の数日前までは死亡羽数の増加は認められて

おらず、早期の通報が徹底されていると考えられた。 

一方、一連の発生鶏舎にウイルスが侵入した経路については、疫学調査の結果、長
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靴の交換をしていないなどの衛生対策の不備や、鶏舎の破損による野鳥やネコなどの

野生動物の侵入の可能性がある事例が認められた。一方、疫学調査時の聞き取りにお

いては、これらの衛生対策を行っているとの結果であっても毎日のその実効性につい

て評価することは困難であり、また、鶏舎に明確な破損がない場合でも、ほとんどの

場合、ネズミ等の小型野生動物が侵入した可能性はあったと考えられ、このことがウ

イルスの侵入要因となった可能性に注意が必要と考えられた。また、同一地域での発

生については、周辺の発生農場が感染源となった可能性があるが、強制換気の排気に

よる、鶏舎外への羽等の飛散が立ち入り調査時に認められており、今後、このことに

よる感染拡大リスクについても検証していく必要があると考えられる。 

 

4）令和 2年度の発生における我が国の防疫対応 

（1）防疫体制の構築 

農林水産省では、高病原性鳥インフルエンザに関する国際的な発生状況について、

令和 2 年秋の渡り鳥の渡りの時期が本格化する前に、本病に対する厳重な警戒が必要

と考え、令和 2 年 9 月、都道府県等あて通知を発出するとともに、同年 10 月には都道

府県の家畜衛生担当者等を参集した全国会議を開催し、本病対策に万全を期すよう注

意喚起を行った。また、韓国において、野鳥で高病原性鳥インフルエンザウイルスが

確認されたことから、環境省とも情報を共有し、全国への注意喚起を行うとともに、

さらに、10月 30 日には北海道で採取された野鳥の糞便から高病原性鳥インフルエンザ

ウイルスが初めて確認されたことから改めて全国への注意喚起を行った。また、11 月

5日の我が国における初めての発生以降、多数の農場で鳥インフルエンザの発生が確認

されたことから、12 月 9 日には発生地域以外の地域を含めた全国一斉の家畜伝染病予

防法に基づく緊急消毒の実施の連絡を行った。 

都道府県においても、家きん飼養農場に対し、国際的な発生状況について情報提供

を行い、厳重な警戒を呼びかけるとともに、関係者間の連携体制の確認、必要な人員

及び防疫資材の確保等の万一に備えた準備を行っていた。 

これらの結果、飼養者、都道府県、国等の関係者間において、本病に対する危機意

識の共有と発生時を見据えた体制の構築が図られ、このような発生前の備えが、単発

で発生した事例において有効であったと考えられるが、一部地域において多数の農場

で連続的な発生が認められた事例では、想定より多くの人員、資材等が必要となった

ことから来シーズンに向けて全庁的な防疫体制の構築や、より広範な関係者や業者と

の連絡体制の確認など事前準備に課題を残す結果となった。 

 

（2）発生時の対応 

令和 2 年度の発生では、養鶏密集地域で複数農場が継続して発生するケースが見ら

れた。このような事例では養鶏密集地域における環境中のウイルス量が増大したこと

等が想定されたことから、発生農場における防疫措置だけでなく、周囲に所在するた

め池周辺や、発生農場周囲の主要道路等、地域において面的な消毒を実施した。 

18 県の発生のうち 14 県では 1 事例、1 県（徳島県）は約 2 カ月を置いて、離れた地
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域で 2 事例の発生であり、周辺農場での続発は認められなかった。このことは、農場

からの早期通報と、自衛隊を含めた関係者の協力により迅速な防疫措置が講じられた

結果と考えられた。 

一方で、100 万羽を超える規模の採卵鶏農場で複数発生があり、防疫措置に時間を

要するとともに、埋却場所・焼却先の選定に苦慮するケースが見られた。このような

事例に備え、大規模養鶏場における発生を想定した資材準備、動員計画の立案、焼埋

却先の選定等の事前準備が重要であると考えられた。 

なお、一連の防疫作業においては、自衛隊のほか、関係省庁等、都道府県の家畜衛

生担当部局以外の部局や市町村、JA を始めとする農業関係団体、建設業者、炭酸ガス

供給業者、衛生害虫対策業者、ホームセンター等の資材供給業者等の積極的な協力が

得られ、また、人員の派遣や防疫資材の提供等、都道府県間の協力も得られた結果、

円滑に作業が進められたと考えられた。一部事例においては、農業関係以外の団体か

らの協力を得た全県的な対応によって、大規模農場での発生にも関わらず円滑かつ迅

速な防疫が行われた事例もあった。 

 

（3）まとめ 

今シーズンは世界的に見ると、昨シーズンは発生が見られなかった西ヨーロッパや

韓国においても本病が多発しており、フランスでは 492 事例、韓国では 109 事例の発

生が確認されている。また、令和 2 年 10 月 24 日以降、令和 3 年 3 月 29 日までに野鳥

では 18 道県 58 事例で高病原性鳥インフルエンザが確認されており、我が国の家きん

に対する極めて高いウイルス侵入リスクがあったと考えられる。 

また、今シーズンのウイルスの一部は、前シーズンのヨーロッパ由来ウイルス等の

再集合ウイルスであったこと、今シーズンにヨーロッパをはじめとする世界各地で多

くの発生があったことを踏まえると、来シーズンも我が国で本病が非常に発生しやす

くなる可能性が考えられる。このため、各農場における衛生対策に加え、密集地域で

の複数農場の発生や大規模養鶏場における発生を想定した防疫体制の確認が重要と考

えられる。 

  



52 

5．令和2年度の高病原性鳥インフルエンザの発生を踏まえた提言 

 

 

令和 2 年度の我が国における高病原性鳥インフルエンザの発生を踏まえ、次シーズ

ンに向け、発生予防・まん延防止対策の強化・徹底について検討を行った。 

今シーズンのウイルスの一部は、前シーズンのヨーロッパ由来ウイルス等の再集合

ウイルスであったこと、今シーズンにヨーロッパをはじめとする世界各地で多くの発

生があったことを踏まえると、来シーズンも我が国で本病が非常に発生しやすくなる

可能性が考えられる。このため、各農場における衛生対策に加え、密集地域での複数

農場の発生や大規模養鶏場における発生を想定した防疫体制の確認が重要と考えられ

る。飼養者、都道府県、国を始めとする全ての関係者に対する今後の防疫対策のあり

方を以下のように提言するので、関係者が一体となって対応いただきたい。 

 

1）人・車両、野鳥を含む野生動物を介した農場内及び家きん舎内へのウイルス侵入の

防止 

 

（1）人や車両を介して農場内・家きん舎内にウイルスが持ち込まれることを防止する

観点から、飼養衛生管理基準の遵守を改めて徹底する必要がある。 

ア 特に、家きん舎に入る際に、手指消毒や家きん舎ごとに専用の手袋・長靴を

使用することが重要であり、家きん舎の数に応じた手指消毒設備の設置もしく

は手袋・長靴を用意するとともに、それらの更衣の際に交差汚染を防ぐ手順で

実践することが求められる。 

イ 従業員一人一人が手順を確実に遵守できるよう、飼養衛生管理マニュアル

（令和4年2月施行）は、図示や多言語化により全従業員が理解できる表現形式

とする必要がある。また、従業員に対する講習会の開催頻度など、手順の周知

方法や、手順に沿った更衣・消毒ができているかを事後確認するため入退場及

び更衣・消毒の記録の方法についても併せて規定することが有効と思われる。 

（2）今シーズンは国内の多くの地点で本病に感染した野鳥が確認され、様々なウイル

ス株が確認された。また、今シーズンは、欧州においてもこれまでにない多くの

農場で発生が確認されている。我が国の今シーズンのウイルスは、前シーズンの

ヨーロッパ由来のウイルスや、それと野鳥株との遺伝子再集合株であることが確

認されていることから、今シーズン世界各地で発生したウイルスを野鳥がシベリ

ア等の営巣地に持ち帰り、来シーズンに我が国に持ち込まれる可能性は十分にあ

ると考えられる。このため、来シーズンも引き続き、次のように野生動物対策を

徹底する必要がある。 

ア 家きん舎周辺の整理・整頓（野生動物の隠れ場所となる物品を置かないこと
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や、家きん舎周辺の草刈り）や、野鳥等の小型の野生動物が侵入困難な 2ｃｍ以

下の網目の防鳥ネットの家きん舎への設置と、破れがあった際の速やかな修繕

に取り組むこと 

イ ウインドレスの家きん舎であっても、除糞ベルトや集卵ベルトの通過口等に

ついて、野生動物の侵入を防止するためカバーやシャッターの設置等の対策を

行うこと、クーリングパッドなど破損しやすい箇所は必要に応じネット等を設

置するとともに破損した際は速やかな修繕に取り組むこと 

ウ これらの対策や点検方法をマニュアル等に明記し、すべての従業員が危機感

を持って徹底できるようにすること 

（3）複数の発生事例が確認された地域においては、地域のウイルス量が増大していた

ことが推察されるが、野生動物等によりウイルスが保持・拡散された可能性や、

発生農場との人や物の動きで感染拡大した可能性について、今シーズン発生した

ウイルス株に関する調査研究などにより明らかにすることが今後の対策の検討に

有効と考えられる。 

 

2）初動防疫を迅速に措置するための早期通報 

（1）今期の鶏での発生事例では死亡の増加、あひるにおいても産卵率の低下や神経症

状が確認されていることから、本病の特徴を周知し、該当する異常所見が確認さ

れた場合に速やかに家畜保健衛生所に通報する体制を整えることがまん延防止に

有効と考えられる。 

（2）一方、今期のあひるでの発生事例で明らかになったように、あひるでは、感染時

に必ずしも明らかな臨床症状を示さないと考えられる。このため、あひる農場で

の発生時には、感染から相当の期間が経過している可能性があることも考慮し

て、疫学関連農場の追跡やこれらの農場の清浄性の確認を慎重に行う必要があ

る。 

（3）冬季は室温の低下、乾燥、他疾病による死亡が増加する傾向があるが、まずは鳥

インフルエンザ感染の有無を確認することが重大な被害を防ぐ上で何よりも重要

である。このためには早期通報の基準（通例の 2 倍以上の死亡や、チアノーゼ等

の症状）について具体的な数値や写真を用いて日頃、飼養管理に携わる従業員な

どの関係者に周知し、確実に実践することが重要と考えられる。 
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